



















































1　琉球政府章典（布令第 68号，1952年 2月 29日）


















































たこのポストは，1972年 5月 15日の本土復帰まで 6代に及んで存続した（2）。
2つの事件の概要を記しておこう。















































第 12号「琉球民裁判所制」，1967年立法第 125号「裁判所法」および 1957年 6
月 5日付「琉球列島の管理に関する行政命令」を中核とし，さらに，「米国民政
府上訴審裁判所」（1958年 5月 20日付布告第 6号），「米国民政府刑事裁判所」（1958

































































































議員選挙法第 10条第 1項の規定は適用しない。』旨の判決を云渡され，同年 10








































































































告人による上告書は 1965年 11月 9日前後に提出せられた。
b　1966年（ヲ）第 8号，被上告人友利隆彪―上告人中央選挙管理委員会で，上




































































































































































































































































































































































































































































































































































































（25）「裁判所報」1967年 2月 10日。（前掲註 7〔中野編〕579頁以下より引用。）





琉球政府章典（布令 68号，1952 年 2月 29日）
施行　1952 年 4 月 1 日
沿革　1952 年 4 月 21 日　改正第 1号
1952 年 5 月 27 日　改正第 2号
1953 年 1 月 26 日　改正第 3号
1953 年 3 月 31 日　改正第 4号
1953 年 12 月 26 日　改正第 5号
1954 年 2 月 1 日　改正第 6号
1957 年 1 月 31 日　改正第 7号
1957 年 11 月 29 日　改正第 8号
1958 年 8 月 21 日　改正第 9号
1965 年 12 月 21 日　改正第 10 号





　　北緯 28度東経 124度 40分の点を起点として北緯 24度東経 122度北緯 24度東経



















































































































































第 22条　年令 25に達する者で少くとも 5年間は，琉球列島に居住し，且つ少くとも 5
年間琉球列島に戸籍を維持する者でなければ立法院議員となることができない。立法
院議員は，その在任中琉球政府，群島政府その他の行政団体又は外国政府のいかなる
役職もこれを兼ねてはならない。但し，1951年 12月 18日付民政府布令第 57号第 39
条に定める場合は，この限りでない。































































法機関との関係は，別に定める場合を除く外，1952年 1月 2日付民政府布告第 12号「琉
球民裁判所制」の規定による。
［司法権の独立］
























　1.1951年 5月 22日付民政府指令第 5号は，これを廃止する。
　2.1951年 5月 22日付民政府指令第 6号は，これを廃止する。










   ゼームス・エム・ルイス
（『琉球現行法規総覧』より）
【資料 2】
琉球列島の管理に関する行政命令（第 10713 号，1957 年 6月 5日）
沿革　1962年 3月 19日　行政命令第 11010号



































































































































































































  1957年 6月 5日
   ホワイトハウス
   ドワイト・D・アイゼンハワー







（c）この命令による行政命令第 10713号の第 4節の改正は，1962年 7月 1日から施行す
る。その他の部分は，1962年 4月 1日から施行する。
（注）第 8節（b）の改正通過
















［改正 1965年 12月 20日行政命令 11263号］
第 8節（b）（1）行政主席は立法院の全議員の過半数によって選挙されるものとし，そ
の任期は同主席を選挙した立法院議員の任期満了までとする。
（2）立法院が現職行政主席の後任の選挙を行わない場合，または，その欠員を充たす選
挙を行わない場合，高等弁務官は自ら定める適当な時期において，立法院が後任を選
挙するまで，行政主席を任命することができる。
（3）現職行政主席は，立法院議員の任期満了にあたっては，前（ⅱ）項の規定により，
後任が就任するまで在任するものとする。
（中野好夫編『戦後資料 沖縄』（日本評論社・1969年）より）
